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新型インフルエンザ患者発生にみる関西地方の医療施設の対応と課題
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はじめに
2009年3月～4月にメキシコで発生したインフルエン
ザA (HINl)(以下新型インフルエンザ)はまたたく間
に世界中に広がり (CDC,2009)､日本では､水際で感
染を食い止めるために検疫の強化を行っていた｡これら
の対策の中､神戸市において初めての渡航歴のない感染
者が5月16日に認定された｡感染者が高校生ということ
もあり,同じ高校や交流のある高校を中心に感染者は急
速に拡大を続けた｡米国､カナダの感染者増大とともに,
我が国に感染が広がるのは予想できたことではあり､ま
た､これまでも鳥インフルエンザの感染対策をそれぞれ
の病院では考えていたものと推測されるが､実際に新型
インフルエンザの感染者の発症とともに､感染地域はパ
ニックに近い状況となり､病院においても､同様な状況
であった｡
厚生労働省では2009年2月17日に ｢新型インフルエン
ザ対策ガイドライン｣を発表し､鳥インフルエンザには
備えていた｡ そして､今回､厚生労働省は鳥インフル
エンザ用に作成した対策を新型インフルエンザ対策に運
用した｡しかし､高病原性の鳥インフルエンザの対策は､
当初より季節性インフルエンザとほぼ同様の重症度であ
ると報告されていた新型インフルエンザには見合わない
ものであった｡厚生労働省は6月19日に新型インフルエ
ンザの運用指針の見直しを発表し (厚生労働省.2009)､
患者を基本的に入院措置ではなく､自宅療養とすること､
患者はかかりつけ医で受診できることなどを発表した｡
しかし､大阪府では5月22日の150名の患者数をピーク
とし､徐々に下降をたどり､6月19日にはすでに新規の
感染者はほぼない状態であったため､この措置はかなり
遅れての対応だったと言える｡
以上のように､実際に感染者が出てから､行政の対応
は現場に追いつかず､医療機関では混乱が起きた｡本稿
では関西地方での感染症指定病院と感染症指定病院では
ない一般病院の例から新型インフルエンザ患者発生時の
対策､および病院における対応とその困難について,忠
者への対応､職員への対応などの現状から報告する｡
患者発生後の大阪府 ･神戸市の状況
大阪での感染者発症への対応は､5月17日に大阪府知
事が記者発表を行い､10名の感染者がでた茨城､豊中､
吹田市で学校の休校を行うこと｡府民に対し､不要不急
の外出をさけること､急な発熱の場合､発熱相談センター
に電話し､直接医療機関に行かないことなどを呼びかけ
た｡しかし､わずか1日後の5月18日には流行警戒宣言
を発し､18日から24日まで府内全域の小中学校､高等学
校の休業要請を行った｡
大阪の医療機関では17日､大阪府医師会において医師
たちは､検査キットもタミフルも足りないと窮状を訴え､
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相談の現場でも発熱相談センターの電話が鳴りっぱなし
の状態であった｡大阪府では､発熱外来だけでの対応は
困難となり､21日までに府内全域の約7,000施設に ｢ま
ん延期に準じた対応｣として協力を打診､22日までに
530施設が応じる意向を示した (読売新聞,2009a)0
さきに感染者が発生した神戸市では5月16日に大部分
の幼稚園､小 ･中学校､高等学校に対し7日間の休校を
決め､神戸まつりの中止も決定した｡続いて18日には神
戸市の全域の同学校に対し休校を決定した｡
17日､神戸市の発熱外来は ｢戦場状態｣と表現さ
れ､病床もすぐに満床状態となり､18日から全員入院
から軽症者は自宅で療養することとなった (神戸新聞,
2009a)0 19日には発熱外来だけでは対応が困難となり､
医師会の協力のもと､20日から発熱外来以外の開業医で
も診療することになった｡これまで感染者を特定してき
たPCR検査に対しては､簡易検査でA型インフルエン
ザ陽性の反応でも､開業医らに検体をおくることを求め
ないで定点観測にて患者把握を行うことを決定した (神
戸新聞,2009b)0
A病院の対応 (神戸市)
A病院
神戸市にある感染症1種指定病院｡5月16日に国内初
の渡航歴のない新型インフルエンザ患者を受け入れた｡
患者への対応
患者は感染症病棟の個室 (全室陰庄)に入院としたが､
その後有料個室病棟 (普通換気)での管理となった｡ス
タッフは患者と接する場合､厚労省の勧告に従い､フェー
スシールド､N95マスク､手袋､ガウン着用を行った｡
患者との接触は極力少なくし､感染症病棟では､患者と
の会話はインターホンを用いて行った｡感染症病棟はす
ぐに満床となったので､1病棟 (有料個室病棟)の入
院患者を転棟させ､新型インフルエンザ対応病棟とし､
PCRの結果待ちの患者 (感染者)を収容した｡
外来での対応
屋外にプレハブを建て､発熱外来を設置した｡3つの
診療室を陰圧にて管理した｡患者は発熱相談センターか
らの紹介で来院するものがほとんどであったが､中には
近隣の発熱患者が飛び込みで来る場合もあった｡また､
それほど症状がなくても､不安なため検査を希望し受診
する患者もいて､あっという間に外来は人で溢れた｡
インフルエンザ迅速キットでB型陽性以外の患者に対
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しては､PCR検査を行い､初期 (16日～18日)は､そ
の結果が判明するまでの間は入院待機とした｡入院費は
患者が負担したが､後日,市が負担することとなった｡
発熱外来スタッフの人員確保のために､さらに1病棟を
閉鎖し､その看護師が発熱外来を担当した｡
個人防護具 (PPE)は5月23日までは前述のように完
全防備であったが､国の指針改定の前23日からN95マス
クをサージカルマスクに変更した｡1日中N95マスクを
着用する看護師はマスクの圧迫のため樽唐ができた者も
いた｡
発熱患者の受診数は5月16日～5月29日の間に673人､
平均48人/日であった｡この間の迅速診断キットでの陽
性者は20人で最も陽性者の多かったのは5月17日で7人
であった｡PCRでの陽性者は44名で､平均3人/日となっ
た｡迅速診断キットでのB型と診断された患者以外はす
べてPCRを実施した｡キットでA型陰性であっても50
-60%はPCRで陽性となっていた｡
外来トリアージの担当は感染管理認定者講師や閉鎖し
た病棟のスタッフが担当した｡
職員への対応
全職員サージカルマスク着用とし検温を義務づけ､健
康チェックを行った｡新型インフルエンザ患者入院病棟
勤務者や発熱外来の看護師には､予防内服 (タミフル)
を行ったが､感染を心配する者や､薬の副作用に不安を
抱く者がいた｡
JCT(インフエクションコントロールチーム)･ICN(感
染管理担当看護師)の役割
ICNは対策本部専属に常駐し､情報収集､発熱外来や
他部署との調整､現場からの相談を受け､物品の調達 ･
手配･指示を行った｡発熱外来設置時には勤務するスタッ
フの教育を行った｡
費用
発熱外来の設備費用に1,200万円 (プレハブ建設費)､
PPEセットは県から支給されていた｡病棟閉鎖､外来の
制限等による病院の減収があった｡
問題点 ･課題
･髄膜炎 ･痘撃など本来は救急外来受診対象である重症
息児が発熱外来を受診していた｡発熱相談センターと
いう名称から､どんな疾患でも発熱という症状で､電
話をかけ､それに対する対応が適切でなかった結果だ
と思われる｡今後改めるべき大きな課題である｡また､
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トリアージナースの役割として､そのような疾患とイ
ンフルエンザの鑑別が一刻を争い､判断が難しい｡
･患者の付添家族も多く､交差感染のリスク回避のため
車内待機してもらうなど対応に苦慮した｡交差感染を
防ぐ待合や､導線の検討が必要である｡
･病院の前には国内初症例ということで､報道陣が押し
寄せ､患者のプライバシーを守るのが大変であった｡
B病院の対応 (大阪市)
B病院
大阪市内の急性期病院 (病床数350床､平均外来患者数
900人/日)
外来での対応
神戸市での患者が確定以降､発熱や呼吸器症状を有す
る患者が直接来院するようになった｡また､近隣の開業
医からインフルエンザ迅速簡易キットが不足したため診
療ができないと紹介を受けた患者も来院した｡5月18日
からインフルエンザ様症状の患者の診察は一般の患者と
分けて行った｡
スタッフのPPEに関してはN95マスクの着脱が容易
でないこと､長時間の使用は使用者の負担になること､
CDC､WHO等の報告から新型インフルエンザ雁患者の
ほとんどが重症化していないことなどから､新型インフ
ルエンザ疑い患者に対してはサージカルマスクを使用す
ることとした｡
発熱外来は設置してなかったが､発熱者の来院がある
ため､別棟に発熱外来を設け診察医､看護師のほかに検
査技士を配置した｡待合室は患者同士が十分な距離がと
れるように約2メートルの間隔をあけた｡また､患者が
院内を移動することがないように手続き､支払いなどは
事務職員が別棟まで出張し手続きを行った｡
5月～7月の当院でのインフルエンザ迅速検体数は
264検体､インフルエンザA抗原陽性数は10検体､PCR
陽性数は2検体であった｡
外来 トリアージ担当者は管理師長､感染リンクナー
ス､事務職員などが行った｡交代制で玄関と裏玄関に配
置し声かけにより発熱または呼吸器症状のある患者をト
リアージした｡ICNの問診後､インフルエンザが否定で
きない場合は発熱外来で診察を行った｡来院者の中には､
｢自分はインフルエンザではない｣､｢過剰な対応ではな
いか｣などの反応があり対応に苦慮した｡
職員への対応
出勤前の健康チェック､うがい ･手洗いの励行､症状
出現時の速やかな受診､外来エリアでのサージカルマス
ク着用を開始した｡
lCT･lCNの役割
新型インフルエンザ対策では基本的にICTが主となり
活動した｡ICNは患者および職員の感染予防を中心に教
育指尊を行った｡なかでも､簡易検査でA抗原陽性の
患者には家族や周囲の人への感染拡大を予防するよう指
導を行った｡その他､情報収集､部署間の調整､物品の
手配等を行った｡
費用
臨時で購入した個人防御具 (マスク､ガウン､フェー
スシールド､擦式手指消毒剤など)の購入費40万 (6-
7月)､さらに5月～6月に外来患者数が減少し収入も
減少した｡
その他
B病院では産科を有しており､インフルエンザ患者の
分娩対応について検討した｡分娩は緊急性が高く､発熱
外来のある医療機関が必ずしも産科を有していると限ら
ないことから､分娩は対応することとしてマニュアルを
作成した (2009年5月1日)0
問題点 ･課題
･出入り口にて､来院するすべての患者 ･家族などをト
リアージすることが困難で､新型インフルエンザを疑
う患者が一般診療の患者に紛れてしまっていた例が
あった｡新型インフルエンザで来院する患者を確実に
他の患者と分けて診療できる体制づくりが必要であ
る｡
･発熱外来や トリアージに多くの人員が必要であった｡
別棟で診察を行った5月18日～5月26日の トリアージ
に要した人月は延べ360人､時間は延べ714時間となっ
た｡5月末からインフルエンザ様患者数が減少し､出
入り口での トリアージの必要性はなくなったが､長期
化した場合は業務の縮小が必要である｡
･看護職月は育児中のものが多く､子どもの発熱､子ど
もの学校閉鎖や学級閉鎖により仕事を休まざるを得な
いため､欠勤者が出て看護師不足となった｡
･行政(大阪府､大阪市､医師会)からの通知は主にファッ
クスで送られてきたが､病院がそれらの通達を得る前
に患者がホームページなどで先に情報を得て受診に訪
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れる事があり､情報の錯綜による混乱があった｡
考 察
新型インフルエンザの感染者発生後､近畿エリアの
医療機関､住民は混乱に包まれた｡行政も対応に苦慮
し､一部都市機能をマヒさせるような状況に陥った｡こ
の時期の経済的損失は743億円とも言われる (朝日新聞,
209)｡鳥インフルエンザとは違い､病原性の弱いウイ
ルスであると報道されてはいたが､未知のウイルスであ
ることや､ものものしい警戒態勢､過剰な報道に､混乱
しないようにと厚生労働大臣や府知事などが呼びかけて
も,難しい状態であった｡
今回の国内初の新型インフルエンザ発症に対する関西
地方での行政を中心とした動きと､医療施設の対応を2
医療施設の事例とともに考察する｡
1.患者の受け入れについて
国内で最初に患者を受け入れたA病院はこれまで鳥イ
ンフルエンザを想定してのシミュレーションを繰り返し
ていたため､患者移送の経路や感染症病棟での空気感染
対策については､混乱の中でも比較的スムーズに行われ
た｡パンデミックに備えて感染症指定病院では準備が必
要である (相楽,2009)｡しかし､疑い患者を含める患
者の増加は対応できる範囲をわずか1日で越えてしまっ
た｡神戸市の対応が早かったため､すぐに一般医療機関
での診療が可能となったが､強毒性の鳥インフルエンザ
の場合はどうであったろうか｡現段階では一般医療機関
での受け入れは困難であろう｡
大阪市内の感染症指定病院ではないB病院では公式の
発熱外来設置機関でないが､発熱で受診する患者が多
くいた｡報道､新聞等で発熱相談センターに電話相談の
上､医療機関を受診するようにと繰り返し啓発されてい
たが､テレビや新聞を見ない集団にどのように広報する
のかも課題になる｡
発熱外来では､発熱者のなかにインフルエンザ以外
の重篤な病気の可能性の患者がいる読売新聞,2009b)0
小児の髄膜炎など､緊急に対処が必要な患者が紛れた場
合､対応が遅れ重篤化する可能性がある｡トリアージす
る者の判断が重要となる｡
2.院内感染対策について
当初､鳥インフルエンザ感染対策指針によるN95マス
クを着用していたが､長時間の着用はスタッフの負担が
大きく､困難であった｡A病院ではいち早くN95マスク
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からサージカルマスク-と変更した｡空気感染するのが
明らかでないのと､弱毒ウイルスであるためサージカル
マスクでの対応は問題がなかったが､強毒性に変異した
時などはどうするのか｡スタッフの短時間ごとの交代な
どシフトを考える必要がある｡
消耗品不足の問題として､サージカルマスクは職貞だ
けではなく､病院に来院する人にも必要である｡しか
し､B病院では職員分を確保するのにいっぱいで､外来
患者分まで十分に用意ができなかった｡外来患者用に売
店や自動販売機での販売を行ったが､枚数制限での販売
であった｡近畿圏のどの薬局や小売店でもマスクの売り
切れがあり､｢マスクが買えない｣という不安があった｡
手指消毒剤も使用量が増え､臨時購入が必要となったが
入荷が確実という保証がない状況が続いた｡消耗品は十
分用意しているつもりでも､流行時には使用量が急激に
増え､予想以上の必要量となった｡流行期間が長引いた
場合の確保を検討する必要がある｡
3.人材の確保について
一斉に保育所 ･学校が休校になった場合､子どもを預
けるところがない看護師は､そのために仕事を休まなけ
ればならない｡今回も､育児中の看護師が休んで人手不
足に至った｡保育のために看護師が休むことがないよう､
医療スタッフのための育児施設の確保が必要となる｡ま
た､医療関連感染による医療者の感染は両施設では見ら
れなかったが､米国での医療者の感染報告もあり(CDC,
2009b)､医療者の感染による人月不足も起こり得るた
め､感染対策は非流行期からの教育も含め､十分に行わ
なければいけない｡
ま と め
5月16日神戸から始まった感染は､当初､関西地方で
の感染拡大の問題であったが､すぐに全国的な拡大と
なった｡最初の感染拡大地域ということで､学校の一斉
休校､観光客の激減など､関西地方は経済的､社会的に
大きな痛手を負った｡
感染者 ･感染疑いの患者が集 まる医療機関では､
ICT/ICNを中心に病院での対策を講じ､患者の安全を
守ってきた｡しかし､上記のように､今回の件で､問題
や課題もあった｡
大方の予想を裏切り､新型インフルエンザは夏になっ
て終息するどころか､7月､8月と感染者を増加させて
いる｡新型インフルエンザへの対応は浸透しつつあるの
で､大きなパニックにはならないだろう｡また､ワクチ
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ンの準備も整いつつあり､ハイリスク対象者には安心材
料である｡しかし､死亡率､重症化率は季節性インフル
エンザに比べ高いので引き続き用心しなければいけな
い｡また､いつか発生するといわれる鳥インフルエンザ
が初めて発症した時､今回と同様な混乱が起こらないよ
うにしなくてはいけない｡鳥インフルエンザ (H5Nl)
は世界的にはトリからヒトへの感染での死亡者が持続し
て確認されている (WHO,2009)｡現在鳥インフルエ
ンザはフェーズ3でヒ トー ヒト感染は限定的であるが､
フェーズ4以降はヒトからヒト-の強い感染力を持つこ
とになるので､今回のブタインフルエンザのように急速
に拡大する可能性がある｡鳥インフルエンザ対策も忘れ
てはならない｡今回の事例で､感染管理上の事以外にも
問題があることが明らかとなった｡過剰なマスコミの報
道と､雁思した人たちへの差別的偏見により患者の苦し
み､不安は計り知れない｡これらの問題にも対応してい
く必要がある｡
医療関連施設では､鳥インフルエンザのように､空気
感染の可能性がある疾患に対して､患者搬送時からのシ
ミュレーションを行うことで､発生時の混乱を少なくす
ることができる｡ICTを中心としたスタッフ教育が重要
であると考えられる｡また消耗品や備品の備蓄も必要数
を算出し､慌てないように準備することが必要である｡
国内初の患者発生による混乱を教訓に､今後起こりうる
現在の新型インフルエンザの強毒化した場合や､鳥イン
フルエンザの発生に備えたい｡
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